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３．災害対策本部機能の代替施設の条件 

県庁講堂が利用できない場合の代替施設を検討するにあたり、災害対策本部の業務を行う

ために最低限必要となる条件を下記のとおり整理しました。 
（１）一定規模の広さ（本部事務局職員、関係機関が参集し、情報収集・整理・分析、 

計画立案するために必要となるスペース） 
（２）通信機能 
既に通信機能が確保されている施設が最も望ましいが、通信機能が整備されていない

施設については、可搬型の通信機器を確保 
（３）安全性（２次災害を受ける可能性の無い施設等） 
ア．耐震化された施設 
イ．津波浸水想定区域外 
ウ．洪水浸水想定区域外 
エ．土砂災害警戒区域外 
（４）アクセス性 
ア．参集職員等が参集できるアクセス性 
イ．業務継続性確保のため、元施設から極力近い場所に立地する施設 

 
４．県災害対策本部の代替施設について 

県災害対策本部は業務継続性の確保が必要となります。県有施設は耐震化が完了していま

すが、不測の事態により利用できない場合は、上記の基準に照らし合わせ、県庁敷地内で

利用可能な設備が整っている「行政棟」内にスペースと機能を確保する方針とし、平成２

８年度の地域防災計画の改正については、下記について変更を行う予定です。 
 

（地域防災計画改正ポイント） 

 

【本編 第２部 災害予防・減災対策】 

・本部運営要領の活動方針を具体化するための事前準備について、下記を追記。 
「不測の事態により、県庁講堂が利用できない場合に備え、行政棟内において利用可能

なスペースを予め検討しておくものとする。」 
 

【添付資料 発災後対策編 本部運営要領】 

・不測の事態により県庁講堂が利用できない場合の活動方針として下記を追記 
「※不測の事態により県庁講堂が利用できない場合、行政棟内にスペースと機能を確保

する。」 

 


